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荒川区子ども家庭総合センター電話相談業務委託 事業者募集要項 

 

１ 目的 

この要領は、荒川区子ども家庭総合センター電話相談業務委託の受託者を、価格のみによらず技

術力や実績等の様々な観点から選定を行う提案評価方式（以下「プロポーザル」という。）により

決定するにあたり、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

２ 事業実施の背景 

荒川区では、子どもと家庭に関するあらゆる相談に迅速かつ確実に対応するため、妊娠・育児に

関する相談に２４時間３６５日電話で対応する「あらかわキッズ・ファミリーコール２４事業」や、

子ども家庭総合センターの閉庁時における虐待通告等への対応業務を委託する。 

事業者の選定にあたっては、委託先に相応しい能力と知識を備えた事業者を選定するため、対応

可能な事業者をプロポーザルにより選定するものである。 

 

３ 委託概要 

（１）件名 

荒川区子ども家庭総合センター電話相談業務委託 

（２）業務内容 

ア 夜間・休日における児童相談所虐待対応ダイヤル（１８９）からの相談・通告への対応に 

係る業務 

イ 警察からの口頭通告対応業務 

ウ 育児・健康相談、医療機関案内（あらかわキッズ・ファミリーコール２４）に係る業務 

※詳細は別に示す仕様書に記載。 

（３）履行期間 

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで（長期継続契約） 

（４）参考価格（令和７年度契約金額） 

１４，６９１，６００円（消費税相当額を含む） 

※上記価格は、本プロポーザルにおける提案の上限額を設定するものではない。 

※予算額は、令和７年度荒川区議会２月会議にて令和８年度予算が可決された時に成立する。 

※契約締結時においては、区及び契約候補者にて、予算額や現下の経済動向等を勘案のうえ、契

約金額に係る協議を行うものとする。 

 

４ プロポーザル参加資格 

  以下の要件を全て満たしていることを条件とする。ただし、契約締結までに以下の要件を満たさ

なくなった場合は、その時点で失格とする。 

（１）過去３年以内に、子ども及び家庭に関する電話相談業務に係る受託実績を有すること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（３）荒川区契約事務規則第７条の２に規定する資格審査サービスに登録されていること。 

（４）荒川区入札等参加停止措置要綱に定める規定に基づく入札等参加停止措置及び荒川区契約にお

ける暴力団等排除措置要綱に定める規定に基づく入札参加除外措置の期間中でないこと。 

（５）経営不振の状態（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）や民事再生法（平成１１年法律第

２２５号）の規定により、更生又は再生手続きを行った場合等、客観的に経営不振の状態に陥っ

ていることが明らかである状態）に陥っていないこと。 

（６）本プロポーザルへの参加を希望する事業者の関係会社でないこと。 
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※関係会社とは、東京電子自治体共同運営電子調達サービス「物品買入れ等競争参加資格申請の

手引き」に記載のある定義による。 

（７）宗教活動や政治活動を目的とする法人でないこと。 

（８）プライバシーマークの付与又はＩＳＭＳの認証を受けていること。 

５ 選定スケジュール 

 事 項 年 月 日 

１ 参加申込書受付締切 令和７年１０月２９日（水） 

２ 質問受付締切 令和７年１０月２９日（水） 

３ 質問回答期限 令和７年１１月 ４日（火） 

４ 提案書提出締切 令和７年１１月１３日（木） 

５ １次審査（書類審査） 令和７年１２月 １日（月） 

６ １次審査結果通知 令和７年１２月中旬 

７ ２次審査（プレゼンテーション審査） 令和７年１２月２３日（火） 

８ 優先交渉権者決定 令和７年１２月下旬 

９ 最終審査結果通知 令和８年 ２月下旬 

１０ 契約締結決定 令和８年 ３月上旬 

 

６ 申込方法 

（１）提出書類 

本プロポーザルに参加を希望する者は、以下の書類を各１部、提出すること。 

①参加申込書（第１号様式） 

②事業者概要（第２号様式） 

※パンフレット等がある場合、併せて１部提出すること。 

③子ども及び家庭に関する電話相談業務に係る受託実績を有することを確認できる書類 

（契約書の写し等） 

④プライバシーマーク又はＩＳＭＳの認定証の写し 

（２）提出方法・提出先 

上記書類は綴じずに、荒川区子ども家庭総合センターへ持参又は郵送にて提出すること。 

（３）提出先 

   荒川区子ども家庭総合センター管理係 

   〒116-0002 荒川区荒川一丁目５０番１７号 

   受付時間 午前９時から午後５時まで（土日祝は除く） 

（４）申込期限 

令和７年１０月２９日（水）午後５時まで 

※郵送で提出する場合、上記期限までに必着とする。 

※郵送等の事故があっても、考慮はしないものとする。 

（５）申込の取り下げ 

参加申込後に辞退する場合は、「辞退届（第３号様式）」を提出すること。 

 

７ 質問回答 

本プロポーザルに関する質問及び回答は、次により行う。 

（１）受付期間 

令和７年１０月１４日（火）から令和７年１０月２９日（水）午後５時まで 



3 
 

（２）方法 

企画提案書（第５～１９号様式）の作成に関して不明な点があるときは、「質問書（第４号様

式）」に記入し、電子メール（携帯電話は不可）に添付のうえ、提出すること。なお、所定の様式

以外では受け付けない。件名は「電話相談業務委託プロポーザル質問（事業者名）」とすること。 

（３）受付メールアドレス 

jidou@city.arakawa.lg.jp 

（４）回答 

参加申込書を提出した全事業者に対し、原則として令和７年１１月４日（火）午後５時までに

電子メールにて回答を送付する。 

（５）その他 

   ①電子メールの本文に、会社名・担当部署名、担当者名、電話番号（直通番号がない場合は内 

線番号を含む。）、電子メールアドレスを記載すること。 

②電子メール送信後、電話による受信確認を行うこと。 

③上記期間及び方法以外による問い合わせについては、受け付けないものとする。 

④質問者の名称等は、公表しない。 

⑤審査に関する質問については、受け付けないものとする。 

 

８ 企画提案書等の作成・提出方法 

別に示す仕様書を踏まえて次の書類を作成し、提出すること。 

（１）提出書類 

   ※ 以下の①～④の提出書類をフラットファイル（Ａ４判縦長）に綴り、様式ごとにインデッ

クスをつけて提出すること。 

①表紙（様式第５号） 

②企画提案書（様式第６～１７号） 

③事業実績一覧（様式第１８号） 

※記入した受託実績を証明する書面（契約書の写し等）を原本に添付すること。ただし、申込

時に提出したものは、この限りでない。 

④経費見積書（様式第１９号） 

（２）提出部数  ①提案書原本（第５～１９号様式）  １部 

          ※会社名・担当者名等を記載したもの 

②提案書副本（第５～１９号様式） １０部 

          ※事業者が特定できないよう、会社名・担当者名等を記載していないもの又は

マスキング等を施したもの 

（３）提出方法・提出先 

荒川区子ども家庭総合センターへ持参もしくは郵送（必着）にて提出すること。 

  ※ＦＡＸ・電子メールでの受付は行わない。 

（４）提出期限 

令和７年１１月１３日（木）午後５時まで 

※郵送で提出する場合、上記期限までに必着とする。 

※郵送等の事故があっても、考慮はしないものとする。 

（５）作成にあたっての留意点 

①既定の様式に記載の設問内容に沿って、必要事項及び提案事項を記載すること。 

※各設問について、区の仕様書で指定されている事項の他、本業務の実施にあたり効果的と 

考えられる提案事項も交えて記載すること。 

※各設問について、これまでの受託実績における取り組みや効果も交えて記載すること。 

mailto:jidou@city.arakawa.lg.jp
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②既定の様式の変更は行わないこと。（変更部分については評価の対象としない。） 

③用紙サイズはＡ４判とし、企画提案書の各様式（第６～１７号様式）は２頁以内、その他様

式（第１８～１９号様式）は１頁以内にまとめること。 

 

９ 審査の実施 

（１）審査方法 
審査は、区の評価委員会において、評価委員会が別に定める評価基準に基づいて実施するもの

とし、企画提案書等及びプレゼンテーションの内容を審査し、総合評価を行ったうえで優先交渉

権者を選定する。 
（２）結果等の通知及び公表 

①１次審査の結果は、審査終了後速やかに通知する。（令和７年１２月中旬を予定） 

 また、２次審査の実施日時・会場等についても併せて通知する。 

②最終審査結果は、企画提案書等を提出した全参加事業者に対して、令和８年２月下旬に、書

面により通知するとともに、区ホームページへの掲載により公表する。 

 

10 契約の締結 

（１）審査の結果、最も高い評価を得た参加事業者を優先交渉権者とし、区は契約締結交渉を行う。 

（２）区と優先交渉権者との契約締結交渉が不調となった場合または「11 その他」に定める事由に

より優先交渉権者が失格となった場合は、次順位の事業者と契約締結交渉を行う。 

 

11 その他 

（１）下記に該当する場合は失格とし、企画提案書にかかる評価は一切実施しない。 

   ①応募要件を満たさなくなった場合、もしくは満たしていないことが判明した場合。 
②本プロポーザルの公正な執行を妨げた場合。 
③虚偽の提案（参加申込を含む。）をした場合。 
④公正な価格の成立を害し、若しくは不正な利益を得るために連合した場合。 
⑤提出日・提出場所・提出方法が募集要項と合致しない場合。 

（２）提出期限後における提出書類の差し替え及び再提出は、原則として認めない。 

（３）本プロポーザルの参加に関して必要となる費用は参加者の負担とする。 

（４）提出された企画提案書等は、電子媒体を含め返却は行わない。 

（５）企画提案書等の著作権は、各参加事業者に帰属する。 

（６）提出された企画提案書等に関する書類は公表しない。ただし、法律、政令又は条例等に基づき

区が開示義務を負う場合においてはこの限りではない。 

（７）本業務の履行を第三者に委託することは認めない。ただし、業務の性質上やむを得ず再委託す

る必要がある場合は、あらかじめ区に協議するものとし、区の承諾を得られたときはこの限り

でない。 

 

12 問い合わせ・書類等提出先 

荒川区子ども家庭総合センター管理係 担当：海老原、髙田 

〒116-0002 荒川区荒川一丁目５０番１７号 

（電 話） 03-3802-3765 

（ＦＡＸ） 03-3802-3787 

（メールアドレス）jidou@city.arakawa.lg.jp 
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